
︲
国
民
健
康
保
険
か
ら
︲

限
度
額
適
用
認
定
証
な
ど
の

更
新
に
つ
い
て

　

平
成
27
年
１
月
か
ら
70
歳
未

満
の
方
の
高
額
療
養
費
の
自
己

負
担
限
度
額
の
所
得
区
分
が
細

■平成26年12月まで
所得区分 総所得金額など 適用区分
上位所得者 600万円超 A
一般所得者 600万円以下 B
低所得者 住民税非課税 C

■平成27年１月から
所得区分 総所得金額など 適用区分

上位所得者
901万円超 ア
600万円超〜
901万円以下 イ

一般所得者
210万円超〜
600万円以下 ウ

210万円以下 エ
低所得者 住民税非課税 オ

 

個
人
事
業
者
の
平
成
26
年
分

消
費
税
確
定
申
告
に
関
す
る

お
知
ら
せ

　

平
成
26
年
４
月
１
日
か
ら
消

費
税（
地
方
消
費
税
含
む
）の
税

率
は
８
％
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

平
成
26
年
分（
平
成
26
年
４

月
１
日
を
含
む
課
税
期
間
）の

消
費
税
お
よ
び
地
方
消
費
税
の

確
定
申
告
書
を
作
成
す
る
た
め

に
は
、
帳
簿
な
ど
に
お
い
て
課

税
取
引
を
適
用
税
率
ご
と
に
区

分
し
て
集
計
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

【
注
意
し
て
く
だ
さ
い
】

（1）
課
税
取
引
に
対
す
る
適
用
税

　

率
は
①
平
成
26
年
３
月
31
日

　

以
前
は
５
％
②
平
成
26
年
４

　

月
１
日
以
後
は
８
％
で
す
が
、

　

平
成
26
年
４
月
１
日
以
後
に

　

行
わ
れ
る
取
引
で
あ
っ
て
も
、

　

経
過
措
置
に
よ
り
５
％
が
適

　

用
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

（2）
帳
簿
な
ど
で
は
、
非
課
税
取

　

引
に
つ
い
て
も
区
分
す
る
必

　

要
が
あ
り
ま
す
。

（3）
簡
易
課
税
制
度
が
適
用
さ
れ

　

る
事
業
者
は
、
課
税
売
上
高

　

か
ら
納
付
す
る
消
費
税
額
を

　

計
算
で
き
る
た
め
、
課
税
仕

　

入
れ（
仕
入
・
必
要
経
費
な

　

ど
）に
つ
い
て
適
用
税
率
ご

　

と
に
区
分
す
る
必
要
は
あ
り

　

ま
せ
ん
。

　

な
お
消
費
税
率
の
引
き
上
げ

を
含
む
消
費
税
法
の
改
正
内
容

に
つ
い
て
は
、
国
税
庁
ウ
ェ
ブ

サ
イ
ト
の
ト
ピ
ッ
ク
ス
内「
消

費
税
法
改
正
の
お
知
ら
せ（
社

会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
関

係
）」を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

●
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

　

http://w
w

w
.nta.go.jp

問
郡
山
税
務
署

☎
０
２
４
︲
９
３
２
︲
２
０
４
１

　
　

ご
案
内

分
化
さ
れ
る
こ
と
に
伴
い「
限

度
額
適
用
認
定
証
」お
よ
び「
限

度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額

認
定
証
」の
適
用
区
分
が
左
表

の
と
お
り
変
更
に
な
り
ま
す
。

　

平
成
26
年
８
月
１
日
以
降
に

認
定
証
の
交
付
を
受
け
た
方

は
、
再
度
申
請
す
る
必
要
は
あ

り
ま
せ
ん
。
12
月
中
に
新
し
い

認
定
証
を
郵
送
し
ま
す
の
で
、

古
い
適
用
区
分
が
記
載
さ
れ
た

認
定
証
は
、
平
成
27
年
１
月
１

日
以
降
に
町
民
生
活
課
へ
返
却

し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
今
後
入
院
な
ど
に
よ
り

新
た
に
認
定
証
が
必
要
と
な
る

方
は
、
町
民
生
活
課
で
申
請
の

上
、交
付
を
受
け
て
く
だ
さ
い
。

︲
福
島
地
方
法
務
局
か
ら
︲

田
村
市
役
所
で
登
記
事
項
証

明
書
な
ど
の
交
付
が
受
け
ら

れ
ま
す

　

福
島
地
方
法
務
局
で
は
、
田

村
市
役
所（
新
庁
舎
１
階
）に
登

記
事
項
証
明
書
等
発
行
請
求

機
を
設
置
し
、
平
成
27
年
１

月
５
日
か
ら「
法
務
局
田
村
証

明
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
」と
し

て
証
明
書
発
行
業
務
の
運
用
を

開
始
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
の

で
、
ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

◆
設
置
場
所

　

田
村
市
役
所（
新
庁
舎
１
階
）

「
福
島
地
方
法
務
局
田
村
証
明

サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
」

◆
受
付
時
間

　

平
日（
祝
日
を
除
く
月
曜
日

か
ら
金
曜
日
ま
で
）の
午
前
９

時
か
ら
正
午
ま
で

◆
取
り
扱
い
業
務

（1）
全
国
の
土
地
・
建
物
お
よ
び

　

会
社
・
法
人
の
登
記
事
項
証

　

明
書

（2）
全
国
の
会
社
・
法
人
の
代
表

　

者
事
項
証
明
書

（3）
会
社
・
法
人
の
印
鑑
証
明
書

　
（
印
鑑
証
明
書
の
請
求
に
は
、

　

印
鑑
カ
ー
ド
が
必
要
と
な
り

　

ま
す
。
ま
た
請
求
す
る
際
に

　

代
表
者
の
生
年
月
日
の
入
力

　

が
必
要
で
す
）

（4）
動
産
譲
渡
登
記
お
よ
び
債
権

　

譲
渡
登
記
の
概
要
記
録
事
項

　

証
明
書

※
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
化
さ
れ
て
い

　

る
不
動
産
お
よ
び
会
社
な
ど

　

に
限
ら
れ
ま
す
。

問
町
民
生
活
課

☎
７
２
︲
６
９
３
３

お 知 ら せ
i n f o r m a t i o n
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